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Effects of Resister’s Motives on the Use of Compliance-resisting Strategies
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Abstract: This study examined the effects of resister’s motives on the use of compliance-
resisting strategies. University students (n=228) completed a questionnaires about the 
likelihood of use of compliance-resisting strategies and resister’s motives. Exploratory and 
confirmatory factor analyses indicated that the motive for the use of compliance-resisting 
strategies could be classified into three types: refusal motive, self-others consideration 
motive, or relationship management motive. Then, covariance structure analysis indicated 
that refusal motive increased explicit refusal, and decreased compensation. Self-others 
consideration motive increased compensation, modesty, and nonverbal refusal, and 
decreased explicit refusal. 
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問　題

承諾抵抗方略の概要
　我々は日常生活を送る上で，他者から様々な要請を
される。しかし，その全てを承諾することは，時間的
あるいは能力的に困難である。個人の利益や行動の自
由を守るために，望まない要請に対しては断ることが
重要である。この断るという行動は，承諾抵抗方略

（compliance-resisting strategies：以下抵抗方略と略
記する）として研究されている。抵抗方略とは“他者
からの承諾獲得の働きかけにより要請されている行動
をとらないための行動的な試み”（井邑・樋口・深田，
2010）である。本研究では，方略を構成する基本的単
位となる行動を方策と呼び，方策因子を方略と呼ぶ。
また，抵抗行動を行う者を抵抗者，要請を行う者を要
請者とする。
　抵抗方略には様々な種類が存在することが報告され
ている（e.g., McLaughlin, Cody, & Robey, 1980）。特
に，コンテキスト（状況，場面，文脈の複合概念）に

依存する程度の高い日本においては（宮原，1992），
断りの意思を直接的に伝えない抵抗方略（笑いによる
ごまかし，謙遜，非言語的拒否）が存在し，ある程度
使用されることが明らかになっている（井邑他，
2010）。
抵抗方略使用の規定因に関する研究
　では，なぜそのように多様な抵抗方略が使用される
のだろうか。抵抗方略使用の規定因に関する研究で
は，これまで，①要請者の要因：相手との親密さ（e.g., 
Kearney, Plax, & Burroughs, 1991）や相手の地位

（e.g., 廣兼・深田，2003），②要請メッセージの要因：
要 請 者 の 用 い る 承 諾 獲 得 方 略（e.g., McQuillen, 
Higginbotham, & Cummings, 1984），③抵抗者の要
因： 抵 抗 の 正 当 性（e.g., O’Hair, Cody, & O’Hair, 
1991），性（e.g., White, Pearson, & Flint, 1989），年齢

（e.g., McQuillen, 1986），文化的志向性（Lee, Levine, 
& Cambra, 1997），④関係性の要因：二者関係への影
響（e.g., McLaughlin et al., 1980）から検討がなされ，
その知見が積み重ねられている。
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本研究の位置づけ
　しかし，個人の行動を説明する有力な概念である“動
機”から，抵抗方略の使用を検討した研究はこれまで
見当たらない。本研究では，抵抗者の動機から，なぜ
人が多様な抵抗方略を使用するのかという問いに答え
ていく。なお，ここでの動機とは，行為者自身が意図
した反応の目的（大渕，1987）とする。目的とは，実
現しようとする事柄を意味する。また，目的と類似し
た概念に，目標があるが，目標とは，実現しようとす
る水準を意味する。目的と目標は，目標の方が目指す
ものがより具体的であるという違いはあるが，その意
味するところは，ほぼ同一であるといえる。以下，抵
抗者の動機に関する先行研究を概観する際に，目標に
関する文献を引用する。動機と目標は，ほぼ同一の概
念であると考えられるが（大渕・福島，1997），本研
究では，心理学において伝統的に扱われてきた概念で
ある動機を用いて研究を進めていく。
　これまで，コミュニケーションの送り手の行動に，
動機が影響を及ぼすことが広く指摘されている。
Clark & Delia（1979）は，対人コミュニケーション
場面には潜在的に３つの側面，すなわち，①道具的・
課題志向的側面，②対人的・関係的側面，③印象管理
的側面が存在し，どの側面を重視するかによって行動
が変化することを指摘している。
　また，Dillard, Segrin, & Harden（1989）は，要請
者の行動に目標が及ぼす影響について明らかにしてい
る。Dillard et al.（1989）によると，要請者の目標には，
第一次目標（効果性目標）と，第二次目標（適切性目
標）がある。第一次目標は，相手に要請を承諾しても
らうことであり，この目標が喚起された場合の要請
メッセージは，理由を明確に述べる論理性の高いもの
となる。一方，第二次目標は，人間関係や社会的状況
に応じて適切に振る舞いたいという目標であり，この
目標が喚起された場合は，単に要請するのではなく，
承諾に伴う利益を伝えて要請をする。
　この他にも，対人コミュニケーションにおける動機
の重要性を指摘した研究は数多く存在する（e.g., 
Ohbuchi & Tedeschi, 1997）。それらの研究で共通し
て主張されていることは，①動機には様々な種類があ
り，その中には，対人関係の維持，印象管理，公正さ
の実現といった，社会的な関心に基づく動機が存在す
ること，②コミュニケーションの送り手の行動に動機
が影響を及ぼすが，その影響は喚起される動機によっ
て異なることである。
抵抗方略使用に及ぼす動機の影響
　それでは，他者からの要請を断る際に，抵抗者に喚
起される動機にはどのようなものが存在するであろう

か。また，それらの動機は抵抗方略の使用にどのよう
な影響を及ぼすであろうか。断るという行為は基本的
にネガティブであり，断る相手に不快感を与えたり，
人間関係を損なったりする可能性がある（村井，
2009）。ただし，相手にある程度不快な思い，残念な
思いをさせるのは避けられないかもしれないが，それ
が最小限に済むように，何らかの配慮をしようとする

（西村，2007）。すなわち，抵抗者の動機には，自己の
利益を保持したいという動機だけではなく，他者への
配慮や対人関係の維持など様々な社会的関心に基づく
動機が存在するといえる。
　抵抗者の動機について，直接的に言及した研究はな
いが，広く要請の受け手の動機と，その後の行動（承
諾／非承諾，公的／私的変化）に言及した研究が存在
する。Raven（1992）は，「被要請者の観点から見た
勢力行為モデル」の中で，被要請者の動機として，現
状維持動機，自己の欲求充足動機（勢力，地位，安全，
自尊心），役割遂行動機，印象管理動機という４つの
動機を挙げ，これらの動機が，その後の行動に影響を
及ぼすことを仮定している。
　要請の受け手の動機が行動に及ぼす影響について実
証的に検討した研究は，福島・大渕・福野（1997）の
みである。福島他（1997）は，要請の受け手の目標と
して，資源目標（自己の経済的利益を保護することを
目指す目標），同一性目標（自分のプライドを守るこ
とを目指す目標），他者保護目標（自己の対面とは別
に相手の対面を守ることを目指す目標）を挙げ，この
３つの目標がその後の行動（承諾度）に及ぼす影響を
検討した。その結果，他者保護目標が喚起された場合，
要請に対する承諾度は高くなり，資源目標や同一性目
標が喚起された場合，要請に対する承諾度は低くなる
ことが分かった。
先行研究の問題点
　これらの研究から，抵抗者の動機には様々なものが
存在し，喚起された動機に応じてその後の行動に及ぼ
す影響が異なることが示唆される。しかし，先行研究
では，要請の受け手の動機について思弁的に述べるに
留まり，抵抗者の動機の構造について実証的な検討は
なされていない。また，動機が行動に及ぼす影響につ
いて，要請を承諾するかどうかという観点からの検討
は行われているが，断る際にどのような抵抗方略を使
用するかという観点から検討した研究は見当たらな
い。
目的
　以上の議論から，本研究では，抵抗者の動機の構造
と，各動機が抵抗方略使用に及ぼす影響を検討するこ
とを目的とする。そのために，まず，予備調査で，抵
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抗者の動機尺度の原案を作成する。次に，本調査で，
抵抗者の動機の構造を明らかにすることを通して，抵
抗者の動機尺度を完成させ，抵抗者の動機が抵抗方略
使用に及ぼす影響を明らかにする。

予備調査

目的
　予備調査は，抵抗者の動機を収集し，抵抗者の動機
尺度の原案を作成することを目的とした。
方法
　調査対象者　大学生55名（男性28名，女性27名，平
均年齢21.2歳，SD=2.1）に対して個別調査を行った。
　調査手続き　多様な抵抗者の動機を収集するために，
①他者からの要請を断る際に気をつけること，②７種

類の抵抗方略（井邑他，2010）のうち１つを呈示し，
その方略をある人が使用する理由と，使用しない理由
について考えられるものを回答するように求めた。
結果
　予備調査で収集された抵抗者の動機に対して，大学
院生３名が，内容の類似性と背反性を重視しながらカ
テゴリー分類を行なった。その結果，①相手の要請を
断ることを目的とする“拒否動機”，②相手に配慮す
ることを目的とする“他者配慮動機”，③相手との関
係を維持することを目的とする“関係維持動機”，④
自分の社会的体面，評価を守ることを目的とする“印
象管理動機”，⑤要請を拒否することの心理的負担を
低減することを目的とする“心理的負担低減動機”の
５カテゴリーが抽出された。この分類に基づき，本調
査で使用する項目を各カテゴリーから５項目ずつ，計

Table １　抵抗者の動機尺度25項目

注１）各項目のカッコ内には，本調査において，その項目が属する因子を記した。
　　　（削除）とある項目は，因子分析の結果削除された項目である。
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25項目作成した（Table １）。これら25項目を用いて，
本調査では抵抗者の動機の構造及び，抵抗方略使用に
及ぼす動機の影響を検討していく。

方　法

調査対象者
　2010年11月に，大学生247名に対して集合法による
質問紙調査を行った。回答に不備のある者を除き，
231名から有効回答（有効回答率93.5%）を得た。この
調査は，抵抗方略使用の規定因に関する一連の研究の
一つとして実施された。一連の研究では，全て要請者
の用いる承諾獲得方略要因が実験的に操作されてい
た。実験条件間の参加者を等しくするため３名が除外
され，最終的な対象者は228名（男性105名，女性123名，
平均年齢19.74歳，SD=1.17）であった。なお，本研究
では，この実験条件はランダム変数として扱い，以後
の分析では使用しないこととした。そのため，本研究
では，調査法として扱い，記述する。
調査手続き
　同学年の友人から要請される仮想場面を呈示し，そ
の場面でどのような結果を望んだか，そして，どの程

度各抵抗方策を使用する可能性があると思うかを回答
してもらった。要請場面の設定，抵抗者の動機の測定，
抵抗方策の測定は全て小冊子によって行った。①要請
場面の設定：要請場面は，大学の同じサークルに所属
する同学年の友人 A から，レポートの資料集めの手
伝いを頼まれるというものであった。②抵抗者の動機
尺度（25項目）：呈示された場面でどのような結果を
望んだかを“全く望まなかった”（１点）から“非常
に望んだ”（７点）の７段階で回答を求めた。③抵抗
方策リスト短縮版（21項目：井邑他，2010）：呈示し
た場面で，21個の抵抗方策（７種類の抵抗方略 × ３
項目）を，それぞれどの程度使用する可能性があるか
を“全く用いない”（１点）から“非常によく用いる”

（７点）の７段階で回答を求めた。
抵抗者の動機の構造
　抵抗者の動機尺度25項目に対して，最尤法による因
子分析を行い，固有値の減衰と累積寄与率から判断し
て３因子が妥当であると判断した。そこで３因子解を
指定し，１つの因子にのみ絶対値 .40以上の負荷を示
し，複数因子への因子負荷量の絶対値の差が .10以上
であることを基準として項目選定を行い，該当しない
項目をその都度削除しながら，最尤法，プロマックス

Table ２　抵抗者の動機の項目に関する因子分析結果（プロマックス回転後）

a）予備調査による分類。A: 拒否動機， B: 他者配慮動機，C: 関係維持動機，D: 印象管理動機，E: 心理的負担低減動機
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回転による因子分析を２回繰り返した。その結果，最
終的に８項目が削除され，17項目３因子構造を得た。
最終的なプロマックス回転後の各項目の因子負荷量を
Table ２に示す。なお，回転前の３因子で17項目の全
分散を説明する割合は，72.37% であった。
　第１因子は，要請を拒否することの心理的負担を低
減したいという内容と，相手への配慮を示す内容に高
い負荷量を示していた。自己に対する配慮であるか，
他者に対する配慮であるかという違いはあるが，配慮
するという点で共通していると解釈し，“自己・他者
配慮動機”因子（M=4.2, SD=1.5）とした。第２因子は，
要請をきちんと断りたいという内容に高い負荷量を示
していたため，“拒否動機”因子（M=4.7, SD=1.1）と
した。第３因子は相手を怒らせないようにしたいとい
う関係維持に関する内容と，自分の印象が悪くならな
いようにしたいという印象管理に関する内容に高い負
荷量を示していた。いずれも，相手との関係の中で生
じる，関係性や印象を管理しようとする点で共通して
いると解釈し，“関係管理動機”，因子（M=4.4, SD= 
1.7）とした。
　 ３ 因 子 解 で の 因 子 的 妥 当 性 を 検 討 す る た め，
Amos17.0を用いた確証的因子分析を行ったところ，
GFI = .922，AGFI = .880，RMSEA = .053となった。
RMSEA が .07以下であるため，本モデルの適合度は
許容範囲にあると判断した。各下位尺度のクロンバッ
クの信頼性係数を算出したところα =.82―.94であり，
概ね満足できる値であった。
　以上より，抵抗者の動機は３種類から構成されるこ
とが明らかとなった。予備調査では５つのカテゴリー
を仮定していたが，因子分析ではそのうちのいくつか
がまとまって抽出された。自己・他者配慮動機におい
ては，断わることの負担や心苦しさを低減したいとい
う自己に対する配慮と，相手に迷惑がかからないよう
にしたいという他者に対する配慮がまとめられた。ま
た，関係管理動機では，相手との関係を維持したいと

いう関係維持動機と，自分の印象を悪くしたくないと
いう印象管理動機がまとめられた。
抵抗者の動機が抵抗方略の使用に及ぼす影響
　３種類の抵抗者の動機が抵抗方略の使用を規定する
というモデルを構成し，共分散構造分析を行った。ワ
ルド検定によって有意な影響がみられなかったパスを
削除しながら同様の分析を繰り返した結果，GFI= 
.922，AGFI=.880，RMSEA=.053と許容できる適合度
が示された。
　最終モデル（Table ３）をみると，７種類の抵抗方
略のうち，抵抗者の動機が有意な影響を及ぼすものは，
明確拒否，代償，謙遜，非言語的拒否の４種類であっ
た。明確拒否方略に対しては拒否動機の正の影響と自
己・他者配慮動機の負の影響，代償方略に対しては拒
否動機の負の影響と自己・他者配慮動機の正の影響，
謙遜方略に対しては自己・他者配慮動機の正の影響，
非言語的拒否方略に対しては自己・他者配慮動機の正
の影響が見られた。
　一方，自己解決要求，笑いによるごまかし，偽装延
引は，抵抗方略の動機が有意な影響を及ぼさなかっ
た。方略使用の説明率（R2）は有意ではなかったが，
部分的な影響が見られ，自己解決要求には，拒否動機
の正の影響と自己・他者配慮動機の負の影響，笑いに
よるごまかし，偽装延引においてはいずれも関係管理
動機の正の影響が見られた。

考　察

　本研究の目的は，抵抗者の動機の構造を明らかにす
ること，及び，抵抗者の動機が抵抗方略の使用に及ぼ
す影響を明らかにすることであった。
抵抗者の動機の構造
　まず，抵抗方略の動機の構造に関しては，拒否動機，
自己・他者配慮動機，関係管理動機という３種類から
構成されることが明らかとなった。この結果は，要請

Table ３　抵抗者の動機から抵抗方略への有意なパス

注１）***p<.001, **p<.01, *p<.05である。数値は標準化係数 β。
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の受け手の動機に様々なものが存在することを仮定し
た研究（e.g., Raven, 1992）を実証するものであった。
　拒否動機は，本研究で新たに得られた動機であっ
た。先行研究（e.g., 福島他，1997）では，拒否するこ
と自体は目的として仮定されていなかったが，要請者
の主要な目的が，相手に要請を承諾してもらうことで
あるように（Dillard et al., 1989），抵抗者の主要な目
的も，相手の要請を断ることであることが分かった。
　また，自己・他者配慮動機は，断ることの心理的負
担を低減したいという自己配慮的な動機と，相手が困
らないようにしたいなどの他者配慮的な動機がまと
まったものであった。福島他（1997）では，自己のプ
ライドを守るという自己への配慮動機と，相手の対面
を守る他者への配慮動機が独立して扱われていたが，
本研究においては両者の分離は明確になされなかっ
た。
　また，関係管理動機は，相手との関係維持動機や，
自分の印象を管理したいという動機がまとまったもの
であった。Clark & Delia（1979）においては，対人的・
関係的側面と印象管理的側面は独立したものであると
仮定されていたが，本研究においては，両者の分離は
明確になされなかった。
抵抗者の動機が抵抗方略の使用に及ぼす影響
　次に，抵抗者の動機が抵抗方略の使用に及ぼす影響
を検討した結果，喚起される抵抗者の動機に応じて抵
抗方略の使用に及ぼす影響が異なることが明らかと
なった。抵抗者の動機別にみると，まず，相手の要請
をきちんと断りたいという拒否動機が喚起された場合
には，明確拒否方略といった直接的に断りの意思を相
手に伝える方略が使用されることが明らかとなった。
反対に，代償方略のように相手への譲歩を示す方略は
使用されなくなることが分かった。要請を断ることを
目的とする場合には，相手から再度要請されるような
事態を招く恐れがある代償は使用されなくなり，明確
に断りの意思を示すと考えられる。
　また，自分や相手に対して配慮したいという自己・
他者配慮動機が喚起された場合，明確拒否方略を用い
て直接的に断りの意思を相手に伝えることは控えら
れ，代償や謙遜，非言語的拒否など，断ることの負担
や，断られた際に相手にかかる負担を減らすような方
略が使用されることが明らかとなった。宮原（1992）
によると，日本人のコミュニケーションはコンテキス
ト（状況，場面，文脈の複合概念）に依存する程度の
高い，高コンテキストコミュニケーションである。謙
遜や非言語的拒否といった方略は，相手に察してもら
うことを前提とするという意味で典型的な高コンテキ
ストコミュニケーションといえるが，このような方略

が使用される背景には，断られる相手への配慮の気持
ちと，断ることへの心苦しさを少しでも低減したいと
いう気持ちがあるといえる。また，雨宮（2007）は，
日本文化には，はっきりと断らないことが相手への思
いやりのようなところがあり，断られる方も断られる
ことに慣れていないことを指摘している。本研究で，
自己・他者配慮動機が謙遜や非言語的拒否といった，
はっきりと断らない方略の使用を促進していたこと
は，このことを実証したといえるだろう。
　一方，関係管理動機が喚起された場合には，抵抗方
略の使用に有意な影響は及ぼさないことが分かった。
部分的に見ると，関係管理動機は笑いによるごまかし
と偽装延引方略の使用に影響を及ぼしていたが，２種
類の抵抗方略使用の説明率（R２）は，いずれもが３%
と小さく有意ではなかった。このことから，関係管理
動機は抵抗方略の使用にほとんど影響を及ぼさないと
いえる。
抵抗者の動機の影響パターン
　抵抗者の動機が抵抗方略の使用に及ぼす影響パター
ンは以下の４つに分類される。①拒否動機が正の影響
を及ぼし，自己・他者配慮動機が負の影響を及ぼすパ
ターン（例：明確拒否方略），②拒否動機が負の影響
を及ぼし，自己・他者配慮動機が正の影響を及ぼすパ
ターン（例：代償），③自己・他者配慮動機のみが正
の影響を及ぼすパターン（例：謙遜，非言語的拒否），
④関係管理動機のみが正の影響を及ぼすパターン

（例：笑いによるごまかし，偽装延引）である。ただし，
このうち④の影響は有意であるが非常に小さく，R ２

が有意でなかったので，実際に抵抗方略の使用に影響
を及ぼすパターンは，残りの３種類であるといえる。
まとめと今後の課題
　本研究では，抵抗方略使用に及ぼす抵抗者の動機の
影響を検討した。その結果，断りの意思を直接的に伝
える方略（明確拒否）は，拒否動機が喚起された時に
使用され，反対に，断りの意思を直接的に伝えない抵
抗方略（謙遜，非言語的拒否）は自己・他者配慮動機
が喚起された時に使用されることが分かった。断りの
意思を直接的に伝えるかどうかは，拒否動機と自己・
他者配慮動機の２つの動機のうち，いずれの動機が喚
起されるかによって決定されることが本研究から明ら
かにされた。
　今後の研究では，各動機の喚起に影響を及ぼす要因
について，明らかにしていく必要があるだろう。これ
まで検討されてきた状況要因，例えば相手との親密さ

（McLaughlin et al., 1980）や，相手の地位（廣兼・深
田，2003）といった要因が，抵抗者の動機の喚起にど
のような影響を及ぼすかを検討することで，抵抗方略
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使用に関する一連のモデルを構築していく必要がある
だろう。
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